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石 油 連 盟 

会長 渡 文 明 

２０３０年までを視野に入れたＣＯ２削減にも資する石油資源の有効活用 
 

 

 
 

○ 今後のエネルギー政策､即ち３Ｅを同時に達成し得るエネルギーのベストミック

スの構築に向けては､先ずは､実現可能性を重視し､特定のエネルギーに偏重するこ

となく､市場原理を活用した公平なエネルギー間の競争を通じて資源の最適配分を

図ってほしい。石油においては､昨今の精製技術の発達に伴い環境特性が一段と向上

するなど､３Ｅをバランス良く達成しているエネルギーであり､石油が有する特性を

最大限活用することが､将来に亘りわが国の国益に資すると考える。 
 
○   また､わが国の地球温暖化問題の中では､民生および運輸部門におけるＣＯ２増加

が懸念されているが､この対策としては､現時点での各エネルギーの環境特性や当該

部門におけるエネルギー需給構造等､実情に即して､最も現実的かつ効果的な施策を

立案・実行することを要望する。 
 

○   以上の観点から､今回の需給見通しに織り込むべき施策として､以下の５点を主張したい。 

 

 

１.エネルギー需給全般における石油業界の考え方 
 

○ 現状､石油は、わが国のエネルギー総供給の約５割､同総需要の約６割を担っており､

エネルギー基本計画にも明記された通り､依然として一次エネルギーの中で重要な位

置づけにある。従って､わが国のエネルギー需給の実情を踏まえた環境対策を検討す

る場合､多様化の観点から天然ガスや新エネルギーなどへの燃料転換による手法とと

もに､石油製品自体の環境特性の向上や石油を使用する機器等の省エネ化を一層図る

ことも､極めて効果的であり､かつ現実的な対応と考える。 

また､環境面以外でも､今後､東アジア諸国のエネルギー需要の増大が予想されるな

かで､わが国石油産業が保有するインフラは､製品輸出､共同備蓄など､域内のエネル

ギー安全保障に大きく貢献し得ると考えられるので､その有用性を最大限活用するこ

とも今後の課題である。 
 

○ 今後､中国の石油需要の急増を背景に､中東産油国と東アジア諸国との産消依存関

係が一層深まっていくと予想されるため､わが国としても､供給ソースの多様化は必

要であるが､資源埋蔵量の最も豊富な中東諸国と緊密な関係を維持していくことを忘

れてはならない。東アジア諸国における石油の供給安定性向上の担保のためにも､常

にこうした点に注力することが必要と考える。 
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○ こうした現状を踏まえれば､二度の石油危機を経て制定された｢石油代替エネルギ

ーの開発及び導入の促進に関する法律(代エネ法)｣や｢新エネルギー利用等の促進に

関する特別措置法(新エネ法)｣は､エネルギー種別を制約する規定であり､今後､石油

の有効利用を追及する際の妨げとなる虞がある。 

特に､｢代エネ法｣は､わが国の石油代替政策の柱として一定の成果をあげてきたが､

一次エネルギー供給に占める石油比率が約５割にまで低下した現在､その政策的役割

の有無を考えてみるべきではないか。今後は､エネルギー政策基本法に準拠し､３Ｅを

同時に達成し得るエネルギーバランスの形成を目的に､石油､天然ガス､石炭など各エ

ネルギーの特性を最大限活用し得る枠組みへの見直しを検討してほしい。 
 

 

 
 

○ 今後の民生部門のエネルギー増加は､家庭・業務両分野とも電力需要が増えること

に起因しており､適確な省エネルギー対策としては､トップランナー基準の強化により､

電化製品の省エネ化を追及するとともに､政府主導による国民各層への省エネ型ライ

フスタイルの浸透を通じて相乗効果の実現を指向することが望ましい。 
 

○ 定置式燃料電池の導入は､民生部門における省エネルギー対策として極めて有効で

あるが､その本格導入に至るまでの間、ガスコージェネと併せて､石油コージェネの普

及を図ることが望ましい。また､拠点供給である石油・ＬＰＧコージェネを公的機関

や病院等に配備することは、阪神淡路大震災において実証された通り､防災上の観点

から有益であると考える。 
 

 

 
 

○ 運輸部門のエネルギーの太宗を占める自動車燃料に求められる要件は､①エネルギー

密度が高く､②貯蔵･運搬が容易で､③全国に供給インフラが整備されていることであり､

今後とも液体燃料､とりわけ石油が同部門のエネルギーの中心であり続けると考える。 

従って､自動車と燃料･精製の技術革新､即ち世界最先端の対応となる燃料のサル

ファーフリー化をはじめ､次なる検討課題であるオクタン価の向上・ガソリン車のデ

ィーゼルシフトなどがＣＯ２削減の要となる。 

   また､産業部門(製油所)と運輸部門 (自動車)両側から相乗的にＣＯ２を削減できる

ことは画期的なシステムであり､極めて高い効果が期待できる。 
 

○ 今後の運輸部門におけるエネルギー供給面からのＣＯ２削減対策は､石油の品質向

上をコアとすることが最も即効性があり､石油代替燃料としてのＣＮＧやバイオマス

燃料は､供給安定性および経済性において､まだまだ克服すべき課題が多いのが実態

であり、過度な期待は安定供給を損ねることになる。 
 

３.運輸部門におけるＣＯ２削減対策 

２.民生部門におけるＣＯ２削減対策 
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○ 電力需要の増加に見合う新たなベースロード用電源の開発にあたっては､基幹電源

である原子力発電の一定規模の新設は国策上からも必要と考えるが､それと並行して､

変動費が安価な｢石油残渣ガス化発電(石油残渣ＩＧＣＣ)｣の導入を図ることも有効

であり､積極的な支援をお願いしたい。エネルギー基本計画においてもその導入が謳

われているＩＧＣＣは､既に石油の場合は､初期的な技術開発がなされ商業実績もあ

り､今後､クリーン･コール･テクノロジーとして期待される｢石炭ＩＧＣＣ｣の技術開

発面において､先駆的な役割を担い得ると考える。 

また､｢石油残渣ＩＧＣＣ｣は発電以外にも､ガス化の過程で生成される合成ガス(ＣＯ､

Ｈ２)が水素供給､石油化学品製造等に利用できるため､ガス化設備を起点とした新た

な石油精製・石油化学コンビナートの形成を可能とし､複数企業間の連携による総合

エネルギー効率の向上から､ＣＯ２固定化技術の開発とともに産業部門のＣＯ２削減に

寄与し得る。 

さらに､石油資源を最大限活用することによって､代替困難な自動車燃料などの安定

供給ならびに原油処理量の削減による日本全体のエネルギーコストの削減にも繋がる。 
 

 

 
 

○  ２０３０年までのわが国のエネルギー供給のあり方を検討する場合､燃料電池自動

車や定置式燃料電池の普及を前提に､水素の供給技術の開発や流通インフラの整備が

重要な課題となる。 
 

○ 水素搭載式自動車や定置式燃料電池などへの｢オンサイト型｣燃料供給の場合､石油

は他の燃料と比較して､最もエネルギー密度が高いうえ､貯蔵・運搬が容易で油槽所を

含めた既存の石油流通インフラがそのまま利用可能な利点を考慮すると､石油を改質

燃料とすることが効率的と言える。 

また、工場などで製造した水素を水素ステーションなどへ運搬する｢オフサイト型｣

供給の場合､効率的な高圧水素の運搬方法など解決すべき課題はあるが､前述の残渣Ｉ

ＧＣＣも含め､製油所における高純度かつ豊富な水素製造能力を活用することも有効

であるなど､将来の水素エネルギー社会においても石油およびそのインフラの果たす

役割は極めて大きいと考える。 
 

 以上､３Ｅ(安定供給の確保､環境への適合､市場原理の活用)の観点から､石油の利点､

社会経済への貢献等を充分に考慮し､あくまでも実現可能性およびイコールフッティン

グを重視したうえで､今回の需給見通しを策定することを強く要請したい。 
 

以 上 

４.産業部門におけるＣＯ２削減対策 

５.将来の水素社会を展望した石油の有効利用 


